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人事処遇制度の改定指針づくり 

のポイント解説セミナー 

お申込

み方法  
 

 

2020 年 6 月２６日（金） 

【時間(２部)】 13：30～15：00 

          15：30～17：00 
 

【方法】     オンライン 

     （参加 URL へのアクセス） 

参加費：無料 

対象者 ：経営幹部、人事・労務部 

門の管理者・担当者、労 

働組合執行部の皆様 
※研修講師・コンサルタント等同業他社およびコンテン 

ツ著作等の再利用を目的の参加はご遠慮ください。 

 

コロナ禍による事業環境の激変、リモートワークの急拡大、その中でも継続する

若年層を中心とした採用難など、人事管理とりわけ人事処遇制度をウィズコロ

ナといわれる新しい環境に変化させることが求められています。 

本セミナーでは、人事処遇制度の改定に向けた指針や方向性をどのように策

定するか、経営への働きかけの方法などについてポイントを解説します。 

 

QR 
コード 

 

https://www.bing.com/images/search?view=detailV2&ccid=dkMGs1UT&id=2708E38281224696D6A0CF74069FEAF9ABE44D4A&thid=OIP.dkMGs1UTcEJ-eyUU6PT7qAAAAA&mediaurl=https%3a%2f%2feigyouhenkaku.jp%2fwp-content%2fthemes%2fgu_service%2fimage%2faboutus_profile_jpcLogo.jpg&exph=245&expw=200&q=%e6%97%a5%e6%9c%ac%e7%94%9f%e7%94%a3%e6%80%a7%e6%9c%ac%e9%83%a8%e3%80%80%e3%83%ad%e3%82%b4&simid=607992490757587587&selectedIndex=0


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 参加お申込みの際はお手数なが 

ら、日本生産性本部のホームペー 

ジからお申込みください。 

２． 参加に関するご案内を開催 10 日 

前をめどにご案内いたします。 
 

参加要項 

雇用システム研究センター セミナー係 

（常盤・福田・山田・小堤） 

〒102-8643 東京都千代田区平河町 2-13-12 

（受付 9:30～17:30） 

FAX：03-3511-4046 

TEL：03-3511-4040 
 

   
当本部 HP より  ①セミナー  ②分野一覧 

「人事・賃金セミナー」の順にお進みください。 

お申し込み・お問い合わせ 

【オンラインセミナー受講について】 
１．視聴環境  

本サービスをご視聴いただくためには以下の視聴環境が必要です。必ず視聴確認ページで視聴可能であることをご確認の上お申し込みください。  

●PC の場合   

OS およびブラウザ：Windows7 以降（Internet Explorer、 Firefox、 Chrome、 Safari5+） ／ Mac10.7 以降（Safari5+、 Firefox、 Chrome）／  Linux 

（Firefox、Chrome）                                                        ※ブラウザーについては、Google Chrome を推奨します。 

●スマートフォンなどモバイルの場合   

・専用アプリケーション「ZOOM Cloud Meetings」のインストールが必要です。  

・アプリを起動し「ミーティングに参加」をタップ後、ご案内メールに記載された 9 ケタのミーティング ID と名前を入力し、「ミーティングに参加」をタップしてください。 

 

２．免責事項   

(1)今般ご提供する ZOOM ウェビナー（以下「本ウェビナー」といいます）にかかる映像、画像、テキスト、音声又は関連資料等のコンテンツの全部又は一部（以下「本コンテンツ」と

いいます）に関する著作権は、講演者、公益財団法人日本生産性本部（以下「本部」といいます）、その他の著作権者（以下総称して「著作権者」といいます）に帰属します。  

(2)本コンテンツは、本ウェビナー視聴用途のみにてご利用ください。  

(3)本コンテンツの複製（ダウンロードのほか、静止画でのキャプチャ取得等を含みますが、これに限られません。以下同じ）、上映、公衆送信（送信可能化を含みますがこれに限られ

ません。以下同じ）、展示、頒布、譲渡、貸与、翻案、翻訳、二次的利用等は、目的の如何を問わず、お断りさせていただきます。  

(4)本コンテンツを、著作権者の許諾を得ずに、複製、上映、公衆送信、展示、頒布、譲渡、貸与、翻案、翻訳、二次的利用等することは、著作権を侵害する行為であり、その利用

者は、刑事責任を問われる可能性があります。また、これらの行為は、講演者等の肖像権等を侵害する行為でもあります。  

(5)お客様がご使用の PC 環境、インターネット回線、配信プラットフォームの状況等が視聴環境を満たしているかご確認ください。かかる環境次第では、本コンテンツの映像が途切れ又

は停止する等、正常に視聴できないことがあります。なお、本部は、ご視聴にあたっての技術的なお問い合わせにつきましてはご回答いたしかねます。 

(6)本ウェビナーに関するサービス（以下「本サービス」といいます）の提供についての法律関係及び派生する権利義務は、日本国の法律に準拠します。  

(7)本サービスの提供についての法律関係及び派生する権利義務については、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所をもって、第 1 審の合意管轄裁判所とします。  

 

３．ご利用条件   

(1)本ウェビナーにて提供される情報については、 お客様自身の判断、責任においてご使用ください。本ウェビナーでの提供情報に関連して、お客様等が不利益等を被る事態が生じた

としても、本部及び講演者は一切の責任を負いませんので、ご了承ください。  

(2)本部は、相当と判断する場合には、本サービスの提供を予告なく打ち切ることがあります。 

【個人情報のお取り扱いについて】 
公益財団法人日本生産性本部では、皆様の個人情報を以下のように取り扱います。下記の内容をご確認いただき、同意の上、生産性本部のプログラムにお申込みいただきますよう

お願い申し上げます。なお、同意いただけない場合は、適切なサービスを受けられない場合がございます。同意いただいた後でも個別に不同意の表明をすることが可能です。 

１．利用目的 ①本プログラムに関する各種連絡、資料等の作成・配布、プログラム開催当日や講演者・事務局打ち合わせでの利用 

                    ②日本生産性本部が主催･実施する各事業におけるサービス提供や事業のご案内、および顧客分析･市場調査 

                    上記以外の目的で個人情報を利用する場合、ご本人に個別に理由を説明し、同意を得た上で行うものといたします。 

２．個人情報の第三者提供について  法令に基づく場合などを除き、個人情報を第三者に提供することはありません。但し、本プログラムを担当する講演者等に、名簿等を確認いた 

だく場合があります。 

３．業務委託について 本プログラムの運営にあたり、業務の一部を外部に委託する場合があります。委託先に対しては、参加者へのサービスに必要な個人情報だけを委託します。 

日本生産性本部の選定基準に基づき委託先を選定し、契約により個人情報の保護を徹底するとともに、委託先に対して適切な管理・監督を行います。 

４．皆様の権利個人情報について、ご本人による開示請求・訂正・削除・利用停止等を求めることが可能です。その際は、以下までご連絡ください。 

《 講師紹介 》 

村上和成（むらかみ かずしげ） 
現 職   公益財団法人日本生産性本部 雇用システム研究センター 研究主幹  

経 歴   立教大学法学部卒業。日本生産性本部に入職後、雇用政策・福祉保健政策分野の調査研究、行政計画策定を担当。現在、同雇用システム 

研究センターにおいて、人事賃金制度について研究を行うと共に、個別企業の人事制度設計コンサルティング、管理職研修講師を担当し数多くの実 

績を持つ。実戦的な制度設計、導入後の運用支援で高評価を得ている。民間企業はもとより、外資系企業、自治体・公的機関からの依頼も多い。 

資 格   日本生産性本部・認定経営コンサルタント   
 

大西 孝治 （おおにし こうじ） 
現 職   公益財団法人日本生産性本部 コンサルティング部 雇用システム研究センター 主任研究員 

経 歴   学習院大学法学部卒業後、日本生産性本部入職後、雇用システム研究センターにて、賃金制度、人事考課セミナーの企画・プログラムおよび人事 

制度コンサルティングを担当。教育研修部門にて、トップマネジメント対象および人事部門長対象の研究会の企画開発、管理者研修の研修開発など

を担当。中原淳 東京大学准教授〈現・立教大学教授〉（経営学習論）とアクションラーニング型研修「人材発達支援塾」、マネジャー向けワークショ

ップ型研修「マネジメント・ディスカバリー」を開発。2014 年より現職。 


